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　議案第８号　　

令 和 ４ 年 度 上 越 市 ガ ス 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 令和４年度上越市ガス事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　供給戸数 戸

（２） 　年間供給量 ｍ
３

（３） 　一日平均供給量 ｍ
３

（４） 　主要な建設改良工事

　　イ.本支管布設及び改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第６項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額１，３４５，２８１千円は、過年度分損益勘定留保資金９，５０９千円、

当年度分損益勘定留保資金９３２，８０２千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額３９，９７０千円、減債積立金１０９，０００千円、建設改良積立金２５４，０００

千円で補填するものとする。）。

１４４，８７３

営 業 費 用

予 備 費 １，０００

営 業 外 費 用

附 帯 事 業 費 用 ６，４９７

７，１３９，１７４

２５８，９５４

ガ ス 事 業 費 用

営 業 雑 費 用

６，７２７，８５０

ガ ス 事 業 収 益

営 業 外 収 益

附 帯 事 業 収 益

４６，７３１

６０，９６９，３６５

１６７，０３９

６３５，７７４

３３６，５８８

５，６００

７，３４４，９４６

６，７４１，２８２

２６１，４７６

営 業 収 益

営 業 雑 収 益
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　　　　　　　収　　　　　　　　　　入

　　第１款 ２２３，２７２千円

第３項 ２２３，２７２千円

　　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 １，５６８，５５３千円

第１項 ７５９，５９０千円

第２項 ３０８，９６３千円

第３項 ５００，０００千円

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第６条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

（２）　交　  際　  費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

　第７条　たな卸資産の購入限度額は、８８，０１９千円と定める。

令和４年３月２日提出

投資その他の資産

　上越市長　　中　川　幹　太　　

資 本 的 収 入

工 事 負 担 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

１３９

４１５，４３９
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令 和 ４ 年 度 上 越 市 ガ ス 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 7,344,946

1 6,741,282

1 6,741,282

1 6,741,282

2 261,476

1 261,476

1 261,476

3 5,600

1 5,154

1 5,154

2 245

1 245 改造1件等の収益

3 201

1 201 長期前受金戻入

4 336,588

1 483

1 25 定期預金利息

2 208 他会計貸付金利息

3 250 有価証券利息

2 3,432

1 3,432 一般会計繰入金

3 290,693

1 1,670

2 275,238

3 339

4 13,446

5 41,980

4 41,980

受注工事収益

長期前受金戻入

営 業 雑 収 益

液 化 石 油
ガ ス 売 上

受注工事収益

雑 収 益

繰 入 金

繰 入 金

営 業 外 収 益

新設202件等の収益

附帯事業収益

製 品 売 上

液化石油ガス
受注工事収益

受注工事収益

営 業 外 収 益

供給量12,073ｍ3の料金収入

ガス事業収益

営 業 収 益

説 明目 節款 ・ 項

供給量60,969,365ｍ3の料金収入

製 品 売 上

ガ ス 売 上

受 取 利 息

その他雑収益

貸 付 金 利 息

下水道料金徴収業務受託等の収益

長期前受受贈財産評価額戻入

長期前受繰入金戻入

預 金 利 息

有価証券利息

長期前受金戻入

長期前受補助
金 戻 入

長期前受工事
負 担 金 戻 入

長期前受受贈財
産 評 価 額 戻 入

長 期 前 受
繰 入 金 戻 入

長期前受補助金戻入

長期前受工事負担金戻入

税込
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支　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 7,139,174

1 6,727,850

1 3,592,375

1 3,592,375

2 2,953,317

1 12,942 会計年度任用職員報酬等

2 102,657 職員26人の給料

3 45,809 職員26人の手当

4 12,169 職員26人の賞与引当金繰入額

5 33,361 職員26人の法定福利費

6 2,395

7 221 職員健康管理費

9 10,051 付臭剤及び供給工事用備消品費

10 1,535 旅費

11 163,221 導管及びガスメーター等修繕費

13 13,000 特別修繕引当金繰入額

14 329 ガス供給用電力料金

15 3,564 車両燃料費等

16 1,671 自家使用ガス費

17 1,976 料金システムリース料等

19 671 供給所施設災害保険料等

20 12,456 料金納入令書等郵送料

21 173,900 料金等徴収業務委託等

22 973 コピー使用料金等

23 1,929 安全周知チラシ等印刷物

25 936 各種研修参加費等

28 100 自動車重量税

30 17,851 ガス機器設置助成金等

34 633 報奨金等

35 1,133,348

37 21,530

38 1,184,089 供給設備減価償却費

3 182,158

1 2,638 会計年度任用職員報酬

2 47,585 職員11人の給料

3 25,408 職員11人の手当

4 6,108 職員11人の賞与引当金繰入額

5 15,389 職員11人の法定福利費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

営 業 費 用

売 上 原 価

租 税 課 金

需 要 開 発 費

本支管、供給管入替等に伴う除却費

手 当

報 酬

法 定 福 利 費

給 料

一 般 管 理 費

節

印 刷 製 本 費

目

固定資産除却費

雑 費

減 価 償 却 費

事業者間精算費

給 料

手 当

手 数 料

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

売 上 原 価

職員26人の法定福利費引当金繰入額

天然ガス購入に係る事業者間精算費

説 明

使 用 ガ ス 費

ガス事業費用

特 別 修 繕
引 当 金 繰 入 額

修 繕 費

負担金及び補助

旅 費 交 通 費

賃 借 料

通 信 運 搬 費

保 険 料

天然ガス62,856,194ｍ3の購入代金

法 定 福 利 費

委 託 料

動 力 費

光 熱 燃 料 費

供 給 販 売 費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

報 酬

款 ・ 項
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予定額(千円)

6 1,197

7 342 職員健康管理費等

8 25,737 退職給付引当金繰入額

9 2,984 一般事務用備消品費

10 905 旅費

11 775

15 2,018 電気料金及び水道料金等

16 579 自家使用ガス費

17 790

19 1,168 ガス事業賠償責任保険料等

20 954 郵便料金及び電話料金等

21 11,755 庁舎維持管理委託料等

22 1,018 コピー使用料金等

23 110 一般事務用印刷物

24 139 事業管理者交際費

25 5,180 ガス事業用各種会費等

27 6 来客用お茶等

32 179 貸倒引当金繰入額

34 367 新聞購読料等

37 315 業務設備の除却費

38 28,512 業務設備減価償却費

2 258,954

1 258,954

1 1,319 会計年度任用職員報酬

2 3,470 職員 1人の給料

3 2,137 職員 1人の手当

4 443 職員 1人の賞与引当金繰入額

5 1,442 職員 1人の法定福利費

6 87

7 24 職員健康管理費

9 302 屋内管工事用備消品費

11 4,241 屋内管漏えい修理等

15 32 車両燃料費

17 443 工事受付システムリース料

19 25 車両任意保険等

20 47 携帯電話使用料

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

修 繕 費

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

減 価 償 却 費

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

報 酬

給 料

固定資産除却費

款 ・ 項 目 節

旅 費 交 通 費

退 職 給 付 費

手 当

賞 与 引 当
金 繰 入 額

使 用 ガ ス 費

光 熱 燃 料 費

庁舎営繕及び事務機器修理等

負担金及び補助

食 糧 費

貸 倒 引 当
金 繰 入 額

雑 費

説 明

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

厚 生 福 利 費

交 際 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

保 険 料

手 数 料

修 繕 費

印 刷 製 本 費

備 消 品 費

庁舎機器リース料賃 借 料

職員11人の法定福利費引当金繰入額

職員 1人の法定福利費引当金繰入額
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予定額(千円)

21 1,288 工事受付システム保守料

22 13 車検代行料等

23 41 ガス警報器申込書印刷物

26 242,687 屋内管工事請負費

28 7 自動車重量税

39 906 ガス警報器

3 6,497

1 4,411

1 4,411 液化石油ガスの購入代金

2 1,877

9 47 消耗品等

10 25 旅費

11 671 収納庫修繕等

15 33 収納庫電気料金

17 49 収納庫用地借地料

19 12 収納庫設備災害共済保険料等

20 40 専用回線使用料等

21 548 液化石油ガス配送委託料等

22 70 収納庫監視手数料等

23 5 収納庫記録紙

25 65 プロパンガス事業用各種会費等

34 41 プロパンガス産業新聞購読料等

38 271 附帯設備減価償却費

3 209

11 61 屋内管漏えい修理

26 148 屋内管工事請負費

4 144,873

1 36,972

1 36,972 企業債償還利息

4 107,901

1 107,901

6 1,000

1 1,000

1 1,000

説 明

予 備 費

款 ・ 項 目 節

予 備 費

予 備 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

支 払 利 息

企 業 債 利 息

工 事 請 負 費

営 業 外 費 用

減 価 償 却 費

受 注 工 事 費

修 繕 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

印 刷 製 本 費

光 熱 燃 料 費

附帯事業費用

売 上 原 価

売 上 原 価

負担金及び補助

雑 費

旅 費 交 通 費

工 事 請 負 費

器具販売原価

委 託 料

供 給 販 売 費

備 消 品 費

修 繕 費

租 税 課 金

手 数 料

印 刷 製 本 費
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資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 223,272

3 223,272

1 223,272

1 223,272 本支管工事等の負担金

支　　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 1,568,553

1 759,590

1 754,285

1 6,613 整圧器室用地取得費

2 277 営業所空調設備設置工事等

4 7,675

6 6,027

8 14,716 新設等481件の取付メーター

9 635,774 本支管布設及び改良工事

10 83,203 公道分工事

2 4,922

6 4,482 事務用ＯＡ機器の入替等

17 440

3 383

10 383 公道分工事

2 308,963

1 308,963

1 308,963 企業債償還元金

3 500,000

1 500,000

1 500,000 債券購入費

局内情報共有ツール更新

附 帯 設 備

企業債償還金

ソフトウェア

導 管 供 給 管

企業債償還金

工具器具備品

投資有価証券

投資その他の資産

投資有価証券

企業債償還金

工 事 負 担 金

節

資 本 的 支 出

款 ・ 項

資 本 的 収 入

説 明目 節

工 事 負 担 金

供 給 設 備

土 地

款 ・ 項 目

建 設 改 良 費

工 事 負 担 金

業 務 設 備

建 物

工具器具備品

導 管 本 支 管

導 管 供 給 管

ガスメーター

機 械 装 置 供給所機械装置更新工事等

説 明

設計積算システムサーバー更新等
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令和４年度上越市ガス事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 157,797

減価償却費 1,212,872

固定資産除却費 11,357

引当金の増減額(△は減少) 38,725

長期前受金戻入額 △ 290,894

支払利息 36,972

受取利息及び受取配当金 △ 233

未収金の増減額(△は増加) △ 9,258

未払金の増減額(△は減少) △ 12,836

未払費用の増減額（△は減少） △ 16

預り金の増減額（△は減少） △ 6,782

小計 1,137,704

利息の支払額 △ 36,972

利息及び配当金の受取額 233

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,100,965

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 698,923

無形固定資産の取得による支出 △ 400

投資有価証券の取得による支出 △ 500,000

工事負担金による収入 202,975

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 996,348

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 308,963

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 308,963

資金増加額(又は減少額) △ 204,346

資金期首残高 2,706,149

資金期末残高 2,501,803

税抜
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(10)

48
15,316 192,750 139,986 348,052 67,387 415,439

0
(10)

48
15,446 193,918 143,502 352,866 68,699 421,565

0
(0)

0
△ 130 △ 1,168 △ 3,516 △ 4,814 △ 1,312 △ 6,126

区　　分
時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 20,189 2,306 178 93 73,683 7,059

前　年　度 22,180 2,306 174 111 74,849 7,255

比　　　較 △ 1,991 0 4 △ 18 △ 1,166 △ 196

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 834 25,737

前　年　度 858 25,804

比　　　較 △ 24 △ 67

（千円）

3,715

3,563

152

（　）内は短時間勤務職員及び一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常
の勤務時間に比し短い会計年度任用職員（外書）を示す。

前　年　度

比　　　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

6,192

6,402

△ 210

区　　分
通勤手当

本　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

税込
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（１）会計年度任用職員以外の職員

法　定

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(0)
48

0 192,750 136,824 329,574 64,171 393,745

0
(0)
48

0 193,918 141,857 335,775 65,824 401,599

0
(0)

0
0 △ 1,168 △ 5,033 △ 6,201 △ 1,653 △ 7,854

区　　分
時 間 外
勤務手当

管理職手当
特殊企業
職 手 当

管理職員特
別勤務手当

期 末 ・
奨励手当

宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 20,189 2,306 178 93 70,521 7,059

前　年　度 22,180 2,306 174 111 73,204 7,255

比　　　較 △ 1,991 0 4 △ 18 △ 2,683 △ 196

住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 834 25,737

前　年　度 858 25,804

比　　　較 △ 24 △ 67

（２）会計年度任用職員

法　定

報酬 給料 手当 計 福利費

(千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

15,316 0 3,162 18,478 3,216 21,694

15,446 0 1,645 17,091 2,875 19,966

△ 130 0 1,517 1,387 341 1,728

期末手当 通勤手当 退職給付費

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 3,162 0 0

前　年　度 1,645 0 0

比　　　較 1,517 0 0

（　）内は一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短
い会計年度任用職員（外書）を示す。

手
当
の
内
訳

区　　分

時 間 外
勤務手当

（千円）

0

0

0

比　　　較
(0)

0

3,715

3,563

152

（　）内は短時間勤務職員（外書）を示す。

（人）

本　年　度
(10)

0

前　年　度

区　　分 一般職

(10)
0

比　　　較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当

（千円）

6,192

区　　分

職員数 給  与  費
合　計

6,402

△ 210

通勤手当

（千円）

前　年　度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

本　年　度
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２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　明

職員数の異動状況（短時間勤務職員を含む）

前年度1月1日
時点職員数

前年度末まで
の増減

年度当初
職員数見込

本年度 48人 0人 48人

前年度 48人 0人 48人

増　減 0人 0人 0人

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区　　　　分 企業職

337,821

令和4年1月1日現在 391,039

48.9

334,663

令和3年1月1日現在 390,351

48.2

（２）初任給

一般会計の制度

一般行政職（円）

高校卒 150,600 150,600

大学卒 182,200 182,200

区　分 企 業 職 (円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

年間の支給割合を0.1月分引下げ
（再任用職員は0.05月分引下げ）

平 均 年 齢 （歳）

手
 
当

△ 5,033

期末手当の改定に伴う
減少分

職員の異動等による減
少分

△ 3,356

△ 1,677

その他の減少
分

給与改定に伴
う減少分

備　　考

給
　
　
　
　
　
料

△ 1,168

給与改定に伴
う増減分

0

昇給に伴う増
加分

373 平均昇給率 0.77 ％

給与改定に伴う増減なし

その他の減少
分

△ 1,541
職員の異動等による減
少分
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（３）級別職員数

企　業　職

職員数 構成比

（人） （％）

８級 1   2.1  

７級

６級 2   4.2  

５級 7   14.6  

４級 23   47.9  

３級 9   18.7  

２級 5   10.4  

１級 1   2.1  

計 48   100.0  

８級 1   2.1  

７級

６級 2   4.2  

５級 6   12.5  

４級 22   45.8  

３級 9   18.7  

２級 8   16.7  

１級

計 48   100.0  

（級別の基準となる職務）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

係　長 主　事

企業職 局　長 課　長 課　長 副課長 班　長 主　任

主　任 技　師

（令和4年1月1日現在）

区   分
級

令和4年1月1日現在

令和3年1月1日現在
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（４）昇給

合　計 企業職

(Ａ)(人) 48 48

(Ｂ)(人) 40 40

1号給(人)

2号給(人) 6 6

3号給(人)

号給数別内訳 4号給(人) 34 34

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人)

(％) 83.3 83.3

(Ａ)(人) 48 48

(Ｂ)(人) 39 39

1号給(人)

2号給(人) 3 3

3号給(人) 1 1

号給数別内訳 4号給(人) 33 33

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人) 2 2

(％) 81.3 81.3

（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

（６）期末手当・奨励手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.150
（1.125）

2.150
（1.125）

4.30
（2.25）

2.200
（1.150）

2.200
（1.150）

4.40
（2.30）

2.150
（1.125）

2.150
（1.125）

4.30
（2.25）

※（　）内は再任用職員の支給率

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

備　考

区　　　　　　分 企業職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.2

支給対象職員の比率（令和4年1月1日現在） 20.8

支給対象職員１人当たり平均支給月額 3,020

区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）
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（７）定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

※上記支給率は、令和4年1月1日時点のもの

（８）その他の手当

通勤手当 同　　じ

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　　じ

（支給率等)

区　　　　分 その他の加算措置等 備　考

支給率等
定年前早期退職特例
措置(2%～20%加算)
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債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留保資金等

千円 千円 千円 千円

料金等徴収業
務委託

299,456 令和3年度 74,819
令和4年度から
令和6年度まで

224,637 224,637

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

税込
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令 和 ４ 年 度 上 越 市 ガ ス 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 49,905,667

△ 39,537,060 10,368,607

2 792,504

△ 100,274 692,230

3 40,589

△ 35,277 5,312

4 4,940

11,071,089

(2)

1 18,900

2 1,086

3 10,080

30,066

(3)

1 500,000

500,000

11,601,155

2

(1) 2,501,803

(2) 318,196

△ 312 317,884

(3) 5,648

(4) 76,643

(5) 1,346

(6) 500

2,903,824

14,504,979

未 収 金

投資その他の資産合計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

供 給 設 備

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

附 帯 設 備

建 設 仮 勘 定

製 品

貯 蔵 品

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

現 金 ・ 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

施 設 利 用 権

前 払 費 用

その他無形固定資産

税抜
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1

(1)

1 1,692,366

1,692,366

(2)

1 378,272

2 198,655

576,927

2,269,293

2

(1)

1 272,830

272,830

(2) 43,437

(3) 29,389

(4)

1 23,631

2 4,639

28,270

(5) 13,969

(6) 1,311

389,206

3

(1) 16,965,730

△ 14,450,122

2,515,608

5,174,107

1

(1) 6,642,776

6,642,776

2

(1)

1 86,108

86,108

(2)

1 526,000

2 138,000

3 1,189,000

4 748,988

2,601,988

2,688,096

9,330,872

14,504,979

未 払 費 用

負　　債　　の　　部

預 り 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債 合 計

資 本 金

資　　本　　の　　部

企 業 債

負 債 合 計

引 当 金

未 払 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金
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令 和 ３ 年 度 上 越 市 ガ ス 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位：千円）

1

(1) 5,386,717 5,386,717

2

(1)

1 5,648

2 2,454,384

3 1,983

4 5,648 2,452,401

2,934,316

(2) 2,868,767

(3) 187,213 3,055,980

 121,664

3

(1) 281,289 281,289

4

(1) 279,620 279,620

 119,995

5

(1) 4,680

(2) 231

(3) 201 5,112

6

(1) 2,376

(2) 2,491

(3) 195 5,062

7

(1) 303

(2) 3,750

(3) 314,030

(4) 35,260 353,343

8

(1) 42,374 42,374 311,019

191,024

9

(1) 1,000 1,000 △ 1,000

190,024

9,167

29,000

228,191

受 取 利 息

繰 入 金

液 化 石 油 ガ ス 売 上

予 備 費

営 業 外 収 益

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

附 帯 事 業 費 用

営 業 外 費 用

（ 経 常 利 益 ）

支 払 利 息

（当年度未処分利益剰余金）

売 上 原 価

受 注 工 事 費

受 注 工 事 収 益

附 帯 事 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

（ 営 業 総 損 失 ）

（前年度繰越利益剰余金）

予 備 費

（その他未処分利益剰余金変動額）

（ 当 年 度 純 利 益 ）

当 期 仕 入 高

営 業 収 益

ガ ス 売 上

売 上 原 価

営 業 費 用

期 首 た な 卸 高

当期製品自家使用高

期 末 た な 卸 高

（ 売 上 利 益 ）

供 給 販 売 費

受 注 工 事 収 益

一 般 管 理 費

（ 営 業 損 失 ）

営 業 雑 収 益

供 給 販 売 費

税抜
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令 和 ３ 年 度 上 越 市 ガ ス 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 49,345,485

△ 38,484,135 10,861,350

2 791,492

△ 76,215 715,277

3 40,241

△ 35,006 5,235

4 4,940

11,586,802

(2)

1 21,672

2 1,086

3 16,501

39,259

11,626,061

2

(1) 2,706,149

(2) 308,938

△ 308 308,630

(3) 5,648

(4) 76,643

(5) 1,346

(6) 500

3,098,916

14,724,977

貸 倒 引 当 金

製 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

附 帯 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

税抜
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負　　債　　の　　部

1

(1)

1 1,965,203

1,965,203

(2)

1 353,030

2 185,655

538,685

2,503,888

2

(1)

1 308,956

308,956

(2) 56,273

(3) 29,389

(4)

1 538

2 23,180

3 4,073

27,791

(5) 20,751

(6) 1,327

444,487

3

(1) 16,797,689

△ 14,194,162

2,603,527

5,551,902

資　　本　　の　　部

1

(1) 6,642,776

6,642,776

2

(1)

1 86,108

86,108

(2)

1 635,000

2 138,000

3 1,443,000

4 当年度未処分利益剰余金 228,191

2,444,191

2,530,299

9,173,075

14,724,977

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

前 受 金

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

未 払 費 用

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計
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注   記   表 

   

Ⅰ 重要な会計方針 

  １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

     満期保有目的の債券    償却原価法 

 

Ⅱ 重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。（※車両運搬具については定率法による。） 

・主な耐用年数 

建物                ３８年 

構築物                   １０～１５年 

機械装置              １５年 

車両運搬具            ４～５年 ※ 

工具器具備品         ２～１０年 

ガスメーター            １３年 

導管本支管         １３～２２年 

導管供給管            １３年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

ソフトウェア                  ５年 

 

  ２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している（なお、一般会計が負担すると見込まれる金額     

１２２，９４９千円を除く。）。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び奨励手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び奨励手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（４）特別修繕引当金 

ガスホルダーの開放及び供用中検査費の支出に備えるため、当年度の負担に属す

る額を計上している。 
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（５）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、全てを一般債権とし、過去３か年の貸

倒実績率の平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅲ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 

 

Ⅳ 予定貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

（１）退職給付引当金の取崩し 

令和４年度において、退職手当として４９４千円を支給することが見込まれるた

め、退職給付引当金４９４千円を取り崩す予定。 

（２）賞与引当金の取崩し 

令和４年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当として   

２３，１８０千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金２３，１８０千円

を取り崩す予定。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

令和４年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当に対する法定

福利費として４，０７３千円を支給することが見込まれるため、法定福利費引当金

４，０７３千円を取り崩す予定。 

 

 

Ⅴ セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

ガス事業では、ガス事業及び液化石油ガス販売事業を運営しており、各事業で運営

方針を決定していることから、ガス事業及び液化石油ガス販売事業の２つを報告セグ

メントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

ガス事業 ガス事業認可区域においてガスを供給する業務 

液化石油ガス販売事業 大潟区の一部に対し液化石油ガスを供給する業務 
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  ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

    当年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）         税抜 

（単位：千円）

ガス事業 液化石油ガス販売事業 合 計

営業収益 6,128,456 4,686 6,133,142

営業費用 6,266,425 5,738 6,272,163

営業損益 △ 137,969 △ 1,052 △ 139,021

経常損益 159,614 △ 817 158,797

セグメント資産 14,499,667 5,312 14,504,979

セグメント負債 5,169,589 4,518 5,174,107

その他の項目

　他会計繰入金 3,432 0 3,432

　減価償却費 1,212,601 271 1,212,872

　受取利息 483 0 483

　支払利息 36,972 0 36,972

　有形固定資産及び無形固定資産 698,975 348 699,323

　の増加額  

 

 Ⅵ 減損損失 

  １ グルーピングの方法 

  ガス事業会計において使用している固定資産については、事業ごとにガスの受入れ

から販売まで全ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、

ガス事業全体を資産グループとしている。 

   

 Ⅶ リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引はない。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
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